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住宅セーフティネット制度に基づく居住支援法人団体が設立 

一般社団法人 全国居住支援法人協議会に参画 
-弊社代表藤田が理事に就任、6月 29日開催された設立記念シンポジウムで講演- 

 

高齢者の居住/生活/終活支援を通じて地域包括ケアシステム構築を推進するホームネットグループ(東京都新宿区、

代表取締役 藤田潔)で、居住支援事業を手掛けるホームネット株式会社（以下、ホームネット）は、一般社団法人

全国居住支援法人協議会（以下、全国居住支援法人協議会）に、代表取締役社長の藤田が理事として就任した

ことをお知らせします。また、6 月 29 日に明治大学で開催された「一般社団法人全国居住支援法人協議会設立記念

シンポジウム」では、「みんなで考える居住支援とは」のセッションにおいて藤田が登壇し、「居住支援ビジネスの可能性」を

テーマに講演を行いました。 

 

 

全国居住支援法人協議会は、2017年 4月に施行された住宅セーフティネット法で定められた居住支援法人の活動

を支援し、国土交通省の住宅セーフティネット制度と厚生労働省の生活困窮者自立支援制度が横断的に連携できる

枠組みを構築することを目的として設立されました。活動内容として、全国の指定済みの居住支援法人及び居住支援

法人を目指している団体の情報共有と業務の質の向上、連携強化を行ってまいります。 

 

 6 月 29 日開催された設立記念シンポジウムでは、国土交通省・厚生労働省からも参加があり、会長を務める村木厚

子元厚生労働省事務次官の基調講演をはじめとする有識者の方や居住支援法人の代表が登壇し、居住支援の領域

における課題やこれまでの取組について発表しました。ホームネット代表取締役の藤田は、全国 23 都道府県で居住支

援法人の指定を受けた実績から、「居住支援ビジネスの可能性」と題した講演を行い、居住支援がビジネスとして成立す

るポイントとして、AI/IoT を併用した持続できる体制の構築や自治体・不動産団体・居住支援法人との連携が必須で

あることを伝えました。また、入居前の「家財整理・家賃債務保証」、入居中の「見守り・定期巡回随時対応サービス、看

取り」、入居後の「原状回復、家財整理」といった入居者ステージ毎の状態に対応したサービス展開をしていることから、時

間軸に応じて入居者の必要なサービスを提供し、それぞれのサービスを汎用化することの重要性を語りました。 

 

 ホームネットは、今後も全国居住支援法人協議会の活動を通じて、社会課題の解決に寄与してまいります。 

 

 

 

 



 

【全国居住支援法人協議会概要】 

正式名称 ：一般社団法人 全国居住支援法人協議会 

設立  ：2019年 6月 29日 

事務局所在地 ：東京都新宿区大久保 2-2-6 ラクアス東新宿（パルシステム生活協同組合連合会内） 

活動内容 ：研修会の実施（事業・人材育成）、情報提供（関連情報、先進事例の紹介）、 

居住支援法人設立支援、住宅確保要配慮者向け相談、政府への提言 

共同代表 ：村木厚子会長（元厚生労働事務次官、津田塾大学客員教授） 

         三好修副会長（三好不動産社長、全国賃貸住宅経営者協会連合会会長） 

    奥田知志副会長（NPO法人抱樸理事長、生活困窮者全国ネットワーク共同代表） 

URL  ：https://www.zenkyokyou.jp/ 

 

【ホームネットグループ概要】 

設立  ：1991年 12月（ホームネット㈱） 

本社所在地 ：〒169-0072 東京都新宿区大久保 3-8-2 新宿ガーデンタワー13階 

資本金  ：9700万円（ホームネット㈱） 

代表取締役 ：藤田 潔 

URL  ：https://www.homenet-24.co.jp/（ホームネット㈱） 

 

当グループは不動産オーナー向け家賃債務保証サービスを通した高齢者の居住支援、24 時間 365 日体制での地域

密着型見守りサービス、ICT による定期巡回・随時対応サービス支援による高齢者の生活支援、更に家財整理や葬儀

相談による終活支援を通じ、厚生労働省が提唱する「地域包括ケアシステム」の構築を支援することで、「空室問題」と

「高齢者住居問題」の解決に寄与します。 
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